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生活習慣及び社会生活等が健康寿命に及ぼす影響の解析と 

その改善効果についての研究 

 

        研究代表者  近藤 尚己 （京都大学大学院医学研究科社会疫学分野） 

 

 

 

Ａ．研究目的 

健康日本 21（第二次）が目標に掲げるように、

健康の推進には健康寿命の延伸が重要である。

健康寿命の延伸は保健医療を超えた社会全体の

課題である。加えて、その格差の縮小も求められ

る。これらの目標達成のためには、健康寿命延伸

に資する個人の要因（生活習慣・医療・介護サー

ビス利用状況・社会経済状況・社会活動参加等）

に加え、地域環境の要因、すなわち社会資源（ソ

ーシャルキャピタル）や物理環境（公園や運動施

設、歩道など交通環境、買い物環境など）、そして

公的サービスの役割等を明らかにする必要がある。 

これまで、大規模な政府統計や国際比較デー

タ、全国 20 万人規模の縦断データ（日本老年

学的評価研究：JAGES）等を用いて関連する研究

を進めてきた（成果報告 URL:www.jages.net/）。し

かし、二次医療圏・市町村・包括圏域など、より行

政活動に直結した単位での検討は十分なされて

いない。小地域で的確に健康寿命を算出する方

法についても検討が必要である。 

そこで本研究では、小地域単位で健康寿命を

算出する方法を検討し、また、個人の社会生活要

研究要旨 
これまでに構築した高齢者のコホートデータ・パネルデータ（日本老年学的評価研究：JAGES）
と政府統計データ（国民生活基礎調査）を用いて、小地域単位の健康寿命や個人の健康寿命（要

介護認定を受けていない期間）や生存期間、それらの地域差に影響する要因についての実証分析

を進めた。また、健康寿命の延伸が期待できる政策や介入の集団的効果（集団寄与危険

population attributable fraction: PAF）を算出した。その結果、都道府県レベルの失業率が高い

ほど健康寿命が短いことがわかった。臓器別の疾病リスクによる死亡や健康寿命に対する PAF
を調べたところ口腔の健康（無歯顎）が死亡リスク削減に関する集団的効果が極めて高かった。

また、二次医療圏単位の健康寿命を算出して社会活動・近隣環境・健康行動それぞれの PAF を

算出した。いずれも健康寿命延伸を期待できる推計値であった。政府の統計データの分析から

は、こころの健康が日常生活の制限に及ぼす人口寄与が 50％程度あり、女性や若年層（40－64
歳）で特に強いこと、無職の健康寿命が有職に比べて著しく短いこと、近年の社会的孤立者が増

加していることが見いだされた。さらに、インターネットの利用や水平的な（メンバーの上下関

係が少ない）活動をしている通いの場（趣味・スポーツなど）への参加が個人の健康寿命と関連

していた。これら研究で示唆されたことを踏まえ、今後の健康寿命の延伸やその地域間格差の縮

小に向けて、高い集団的効果が期待できる口腔の健康や社会活動への参加、就労の継続、インタ

ーネット等を通じた新しい社会関係の構築を進めるような介入が有望であり、さらなる研究と

具体的な実装方法の検討を進めることを提案する。 
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因や地域環境と健康寿命やその地

域間格差との関係を明らかにするこ

とで国や自治体政府が取り組むべき

効果的で公正な健康増進施策のあ

り方を提案した（図 1）。 

昨年度までに、日本老年学的評

価研究（JAGES）のデータや公的デ

ータを用いて、小地域単位での健康

寿命の算定を行い、その関連要因を

探索した。最終年度は引き続きそれ

らのデータを用いた分析を進めた。

分析に際しては、今年度は集団寄与危険（PAF）

等の算出により、集団的な効果の高い介入対象

の検討に力点を置いた。分析結果をもとに、昨年

度の政策提案に追加して新たな提案を加えた。 

 

Ｂ．研究方法 

１．大規模コホート研究データを用いた分析 

（１）日本老年学的評価研究（JAGES）の追跡デー

タ収集 

JAGES は全国規模の縦断データであり 2010, 

2013, 2016，2019 調査に参加した同一市町村に

おいては同一人物（及び新規の人）への郵送調

査を行っている。市区町村や日常生活圏域ごとに

集計し、地域単位の評価に活用する。個人単位

の介護認定・賦課データ、レセプトデータを参加

自治体から収集し結合しクリーニングを進める。現

在 2019年度の追跡調査を実施中であり日常生活

の制限に関する項目を再度調査し、その変化を

含めたパネルデータを作成した（担当：近藤克則）。 

また、JAGES2013-2019 のデータを用いて，デ

ータ加工を実施した（担当：尾島・細川）。 

 

（２）マルチレベル分析等を用いた研究 

都市・農村度、コミュニティーレベルのソー

シャルキャピタルが健康行動に及ぼす影響の

メカニズムに着目して JAGES 

のデータ分析を行った（担当：近藤尚己）。 

 

（３）パネルデータを用いた多相生命表（Rogers法）

等による分析（尾島、細川） 

日本老年学的評価研究 Jages2013-2019 のデ

ータを用いて，Rogers 法（多相生命表法）によ

り健康寿命を算出し，個人レベルの健康寿命の

関連因子を検証した。関連因子として分析に用

いた主な変数は，社会活動，外出・他者との交

流，近隣環境，健康指標・健康行動であった（担

当：細川）。 

 

２．政府統計を用いた分析 

（１） 二次医療圏単位での健康寿命の算定 

Sullivan 法による政令指定都市の区単位の

健康寿命の算出を行った（二次医療圏単位の健

康寿命の算出については 1年目に達成済み）。 

 

（２）国民生活基礎調査等の二次利用による分析 

今年度は、こころの状態の日常生活の制限へ

の寄与として、2016 年国民生活基礎調査によ

り、こころの状態（K6 質問票）と日常生活の

制限のオッズ比及び人口寄与割合を求めた。 
また、職業別の部分健康寿命として、2016年国

民生活基礎調査及び 2015 年度人口動態職業・

産業別統計を用いて 40～64 歳の部分健康寿命

図 1 研究計画の概要 
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を算定した。 

さらに、孤立の時間的推移として、2001～2016

年の総務省社会生活基本調査による一緒にいた

人別の行動者率を分析した。 

 

（３）National Data Base（NDB）等を用いた分析

（相田） 

 口腔状態を含め、修正可能なリスクが死亡

にもたらす影響の大きさを明らかにすること

を目的に研究を行った。口腔状態を含め、修正

可能なリスクが死亡にもたらす影響の大きさ

を明らかにすることを目的に研究を行った。口

腔疾患は、予防可能、そして修正可能であるに

もかかわらず、その有病率は世界的にも著しく

高い。特に歯の喪失は高齢化社会において重要

な問題の１つである。 

 

３．健康寿命を延伸し健康格差を縮小する方法と

そのインパクトの解明 

健康寿命やその格差に影響する地域レベルの

要因として、都市度、農業地域、地域レベルのソ

ーシャルキャピタル、降雪量に着目して JAGES デ

ータの分析を進めた。また、社会活動参加などに

よる介護費用削減効果の推計をした（担当：近藤

尚己）。 

さらに、新型コロナ感染症のまん延で深刻化

する高齢者の社会的孤立やオンラインサービ

スの普及などに伴う新しい生活様式の課題に

関連するテーマとして、①通いの場、②インタ

ーネット（以下、ネット）に着目し、健康寿命

やその地域間格差などとの関連を分析した。

（担当：近藤克則）。 

 

（倫理面への配慮） 

調査・研究の実施に当たっては、千葉大学なら

びに国立長寿医療研究センター、研究倫理審査

委員会の承認を受けて実施した。 

 

Ｃ．研究結果 

１．大規模コホート研究データを用いた分析 

（１）日本老年学的評価研究（JAGES）の追跡デー

タ収集 

（２）マルチレベル分析等を用いた研究 

JAGES のデータを分析したところ、農村的

な自治体ほど抑うつのリスクが高いが、男性で

は、農村的な近隣コミュニティ（小学校区単位）

は男性のうつに対しては保護的に関連してい

た（Kanamori et al, 2021）。 
また、コミュニティのソーシャルキャピタル

は、高齢者の地域活動参加を介して食生活の改

善につながるというメカニズムが明らかとな

った(Nishio et al, 2021)。 
地域活動への参加や身体活動が活発な人ほ

どその後の介護費が少ないことが明らかとな

った（Saito et al, 2021; Hirai et al, 2021）。 
 

（３）パネルデータを用いた多相生命表（Rogers法）

等による分析（尾島、細川） 

JAGES データに Rogers 法（多相生命表法）

を適用し健康寿命を算出し，個人レベルの健康

寿命の関連因子を検証した健康寿命の関連因

子を検証したところ、社会活動（ボランティア

の会，スポーツの会，趣味の会，学習・教養サ

ークル，介護予防・健康づくり，特技や経験を

伝える活動），外出・他者との交流（外出の機

会，友人・知人と会う機会，笑う機会），近隣

環境（地域への信頼，地域への貢献，地域への

愛着），健康指標・健康行動（健康診査の受診，

主観的健康感，抑うつ傾向，喫煙習慣）が健康

寿命と有意な関連を示し，その機会の有無や頻

度によって健康寿命にどの程度の差が生じる

のかを明らかにした（表１－４）． 
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表 1. 社会活動と健康寿命との関連 

  男性   女性   

  Years 95%Cl Years 95%Cl 

ボラン

ティア

の会 

なし 16.3 15.5 17.1 17.9 17.2 18.6 

月 1回未満 16.2 15.4 17.0 18.3 17.7 18.9 

月 1回以上 18.8 17.9 19.6 20.7 20.0 21.5 

スポー

ツの会 

 

なし 15.9 15.1 16.6 17.5 16.8 18.2 

月 1回未満 16.6 15.8 17.4 19.4 18.6 20.2 

月 1回以上 18.8 18.1 19.6 20.8 20.1 21.6 

趣味の

会 

 

なし 16.0 15.2 16.8 17.3 16.7 18.0 

月 1回未満 15.8 15.0 16.6 18.6 18.0 19.3 

月 1回以上 18.7 17.9 19.6 19.8 19.1 20.5 

老人ク

ラブ 

 

なし 16.5 15.6 17.3 18.3 17.5 19.0 

月 1回未満 17.2 16.4 18.0 19.5 18.8 20.2 

月 1回以上 17.7 16.9 18.4 19.1 18.4 19.8 

町 内

会・自

治会 

なし 16.4 15.5 17.2 18.2 17.5 18.9 

月 1回未満 16.9 16.1 17.7 18.9 18.2 19.6 

月 1回以上 17.2 16.4 18.0 18.5 17.8 19.2 

学習・

教養サ

ークル 

なし 16.5 15.7 17.3 18.1 17.4 18.8 

月 1回未満 15.6 14.9 16.4 18.2 17.5 18.9 

月 1回以上 19.9 19.0 20.7 19.9 19.2 20.6 

介護予

防健康

づくり 

なし 16.6 15.8 17.4 18.3 17.5 19.0 

月 1回未満 16.4 15.7 17.1 17.7 17.0 18.4 

月 1回以上 18.0 17.2 18.8 20.0 19.3 20.7 

特技・

経験の

伝承 

なし 16.6 15.8 17.4 18.2 17.5 18.9 

月 1回未満 16.7 15.9 17.5 18.5 17.7 19.3 

月 1回以上 19.0 18.2 19.8 19.4 18.7 20.2 

 

表 2. 外出・他者との交流と健康寿命との関連 

  男性   女性   

  Years 95%Cl Years 95%Cl 

外出の

機会 

 

なし 10.3  9.8  10.9  21.4  20.6  22.2  

週 1回未満 12.5  11.8  13.1  14.5  13.9  15.1  

週 1回以上 16.8  16.0  17.6  18.5  17.8  19.2  

友人知

人と会

なし 14.8  14.0  15.5  15.9  15.2  16.5  

週 1回未満 16.6  15.8  17.4  18.0  17.3  18.7  

う機会 週 1回以上 17.5  16.7  18.3  19.0  18.2  19.7  

笑う機

会 

なし 15.4  14.6  16.2  13.9  13.4  14.5  

週 1回未満 16.3  15.5  17.1  17.5  16.8  18.1  

週 1回以上 16.9  16.0  17.7  18.7  18.0  19.4  

 

表 3. 近隣環境と健康寿命との関連 

  男性   女性   

  Years 95%Cl Years 95%Cl 

地域へ

の信頼 

あまり・全

く 
14.4  13.6  15.2  15.2  14.6  15.9  

どちらとも 15.6  14.8  16.4  17.8  17.1  18.5  

とても・ま

あ 
17.3  16.4  18.1  18.8  18.1  19.5  

地域へ

の貢献 

あまり・全

く 
14.4  13.7  15.1  16.4  15.7  17.0  

どちらとも 16.7  15.8  17.5  18.1  17.4  18.9  

とても・ま

あ 
17.2  16.4  18.0  18.9  18.2  19.6  

地域へ

の愛着 

あまり・全

く 
14.8  14.0  15.6  17.1  16.4  17.8  

どちらとも 15.4  14.6  16.2  16.7  16.0  17.4  

とても・ま

あ 
17.1  16.3  17.9  18.8  18.1  19.5  

 

表 4. 健康指標・健康行動と健康寿命との関連 

  男性   女性   

  Years 95%Cl Years 95%Cl 

残歯数 なし 15.9  15.2  16.7  17.8  17.2  18.5  

月 1回未満 17.3  16.5  18.1  18.8  18.0  19.5  

健康診

査の受

診 

1年以内 17.6  16.7  18.4  19.3  18.6  20.0  

1年以上前 15.2  14.4  15.9  17.3  16.6  18.0  

受診なし 14.8  14.1  15.6  16.9  16.3  17.6  

主観的

健康感 

とてもよい 18.5  17.7  19.2  20.5  19.9  21.1  

まあよい 17.3  16.5  18.1  19.0  18.3  19.7  

あまりよくない 13.7  12.9  14.4  13.8  13.2  14.4  

よくない 9.4  8.8  10.0  11.2  10.7  11.7  
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抑うつ

傾向 

抑うつなし 17.5  16.7  18.3  19.2  18.5  20.0  

抑うつ傾向 15.0  14.2  15.8  16.7  16.0  17.3  

抑うつ状態 13.1  12.4  13.9  14.1  13.5  14.7  

喫煙習

慣 

吸わない 17.1  16.3  17.9  18.5  17.8  19.2  

吸う 15.0  14.1  15.8  12.8  12.2  13.4  

飲酒習

慣 

飲まない 16.2  15.4  17.0  18.1  17.4  18.9  

飲む 16.9  16.1  17.7  19.4  18.7  20.1  

 

２．政府統計を用いた分析 

（１） 二次医療圏単位での健康寿命の算定 

分析は次年度までに終了済み。 

 

（２）国民生活基礎調査等の二次利用による分析 

2016 年国民生活基礎調査のデータを分析し

たところ、こころの状態（K6 質問票）と日常

生活の制限人口寄与割合は約 50%で、女性、ま

た 40～64 歳の若年者でより高かった。 

 
 また、2016 年国民生活基礎調査及び 2015 年

度人口動態職業・産業別統計を用いて 40～64
歳の部分健康寿命を算定したところ、無職で顕

著に短い結果であった。 
 さらに、孤立の時間的推移として、2001～
2016 年の総務省社会生活基本調査による一緒

にいた人別の行動者率を分析したところ、減少

傾向が続いており、孤立者が増加していると考

えられた。 
 

（３）National Data Base（NDB）等を用いた分析

（相田） 

口腔状態を含め、修正可能なリスクが死亡に

もたらす影響の大きさを明らかにすることを

目的に研究を行った結果、男性では修正可能な

リスク因子の中で無歯顎が最も高いハザード

比（HR=1.67, 95%CI[1.51–1.86]）を示し、女

性では喫煙に次いで２番目に高いハザード比

（1.37 [1.19–1.56]）を示した。これらのハザー

ド比をもとに PAF を算出したところ、男性で

は歯の本数によるPAFが最も大きな値（18.2%）

を示した。 

 

図１.各リスク因子の死亡へのPAF（男性） 
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図２．各リスク因子の死亡への PAF（女性） 

 

3.健康寿命を延伸し健康格差を縮小する方法

とそのインパクトの解明 

①通いの場、②インターネット（以下、ネッ

ト）に着目し、健康寿命やその地域間格差など

との関連を分析し、それを根拠に政策提案をま

とめた。その結果、①では、通いの場の介護予

防効果が確認されたものの、通いの場の種類に

よって社会経済階層が高い参加者が多く、健康

格差の拡大に寄与しうるものとそうでないも

のがあった。②では、ネット利用が高齢者の健

康・幸福に寄与する可能性が示唆された。例え

ば、千葉県松戸市の通いの場である元気応援く

らぶ参加と要支援・要介護リスク尺度の変化の

関連を検討した。その結果、要支援・要介護リ

スク尺度 3 点以上悪化確率が元気応援くらぶ

参加者において女性で 35%、後期高齢者で 46%

低いことがわかった（阿部ほか, 2022）。後期

高齢者において通いの場参加者は、非参加者と

比較し、要支援・要介護リスク尺度 5点以上悪

化確率が 46%低かった。さらに、スポーツ、趣

味への参加状況について調査したところでは、

総じて低学歴、低所得、最長職が管理職以外の

社会経済階層が低い高齢者の参加が少ない傾

向があるが、ボランティアでは逆に男性におい

て一部の最長職で参加が多く、通いの場はどの

社会階層とも有意な関連を示さなかった（田近

ほか, 2022）。 

②のネット利用に関する分析では、高齢者の

ネット利用とその後の 34 指標の健康・幸福に

ついて、アウトカムワイドアプローチで検証し

た。その結果、ネット利用者は非利用者と比較

し、3年後の高次生活機能が良好で、スポーツ

の会参加頻度、友人・知人と会う頻度が高く、

健診受診をしていた（Nakagomi et al, 2022）。 

 

Ｄ．考察 

昨年度に引き続き、高齢者の追跡データと介

護レセプト等の連結をして構築したデータや

公的データを活用して、健康寿命やその格差に

関連する多重レベル（個人レベル・地域レベル）

の要因解明を進めた。特に、公衆衛生上重視さ

れる集団的効果の推計を進め、口腔の健康やこ

ころの健康の重要性が明らかとなった。健康寿

命の延伸を考える上で健康リスクの１つとし

て、口腔の健康状態を含めた検討を行っていく

ことの重要性が示唆された。 
社会活動参加についての詳細な分析により、

健康寿命の延伸上の観点からは、水平的な社会

活動への参加が垂直的な組織への参加よりも

期待できること、農村的な特徴は、市町村レベ

ルと近隣レベルではその影響が異なる可能性

があること、地域のソーシャルキャピタルは、

住民の社会的な交流を促すことで高齢者の健
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康行動を促進し得ることなど、環境と健康行動

と健康アウトカムとの関連メカニズムが示さ

れ、またその集団的な効果の大きさの推計が可

能であることが示された。 
 個々の研究の限界についての詳細な報告は

分担研究報告及び出版された原著論文に譲る。

いずれの分析も観察データの分析であるため、

地域や行動への介入が健康寿命延伸に因果的

な効果を持っていると結論することは困難で

あり、慎重な解釈と政策実装が求められる。 

 

Ｅ．結論 

 研究結果を受けて、健康日本 21 の次期プラ

ンの策定に向けて、昨年度の提案に加えて、下

記を提案する。 
①集団寄与危険など、集団的な効果の推計値

を重視すること 
②都道府県等が活動をモニタリング・PDCA
サイクルを回すための調査データのひな形

（標準調査票等）の掲示をすること 
③デジタルデバイド対策（インターネット等

へのアクセスの公平性を維持・拡大させるこ

と） 
 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

1．論文発表 

別添５刊行物一覧の通り 

 

2．学会発表 

1. 第 32 回日本疫学会学術総会. 長谷田 真

帆, 近藤 尚己. 「エビデンスに基づく健

康格差対策の実際」 2022 年 1月 

2. 第 32 回日本疫学会学術総会. 長嶺 由衣

子, 藤原 武男, 近藤 尚己, 古賀 千絵, 

中込 敦士, 井出 一茂, 近藤 克則. 「傾

向スコアマッチング法による地域在住高

齢者の ICT 利用頻度と IADL の変化の関連

～JAGES2016-2019 パネルデータ分析～」 

2022年 1月 

3. 第 32 回日本疫学会学術総会. 片岡 葵, 

福井 敬祐, 佐藤 倫治, 西岡 大輔, 菊池 

宏幸, 井上 茂, 近藤 尚己, 中谷 知樹, 

伊藤 ゆり. 「人口規模・社会経済状況を

考慮した健康寿命の都道府県内格差の計

測」 2022年 1月 

4. 第 32回日本疫学会学術総会. 木野 志保, 

西岡 大輔, 上野 恵子, 斉藤 雅茂, 

Andrew Stickley, 近藤 尚己. 「高齢生活

保護受給者の自殺願望、自殺企図、自傷行

為：JAGES2019横断研究」 2022 年 1月 

5. 第 32回日本疫学会学術総会. 松岡 洋子, 

長谷田 真帆, 金森 万里子, 佐藤 豪竜, 

雨宮 愛理, 尾島 俊之, 高木 大資, 花里 

真道, 近藤 尚己. 「熊本地震後の転居が

グループ参加の変化を通じて高齢者の精

神的健康に与える影響：住宅形態別の比較」 

2022年 1月 

6. 第 32回日本疫学会学術総会. 井上 浩輔, 

Karol Watson, Kenrik Duru, 近藤 尚己. 

「厳格な血圧管理が心血管イベントを抑

制する効果の、人種・居住形態による異質

性評価：大規模 RCTの一般化応用」 2022

年 1月 

7. 第 80 回日本公衆衛生学会総会. 近藤 尚

己. 「部門連係による健康格差是正の取り

組みの実践と評価」 2021 年 12月 

8. 第 80 回日本公衆衛生学会総会. 西尾 麻

里沙, 長谷田 真帆, 金森 万里子, 荒川 

裕貴, 近藤 尚己. 「日本および諸外国の

ヘルスプロモーション施策における社会

環境整備の視点」 2021年 12月 
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9. 第 80 回日本公衆衛生学会総会. 近藤 尚

己, 西尾 麻里沙, 相田 潤, 田淵 貴大, 

長谷田 真帆, 金森 万里子, 荒川 裕貴, 

伊藤 ゆり. 「これからの 10年の活動に向

けた社会環境整備目標の項目提案」 2021

年 12月 

10. 第 80 回日本公衆衛生学会総会. 金森 万

里子, 岡 壇, 竹村 幸祐, 小林 由美子, 

近藤 克則, 近藤 尚己. 「ジェンダー規

範と精神的健康：日本老年学的評価研究

2019 年調査データを用いた横断研究」 

2021年 12月 

11. 第 80回日本公衆衛生学会総会. 辻 大士, 

高木 大資, 近藤 尚己, 丸山 佳子, Ling 

Ling, 王 鶴群, 井出 一茂, 近藤 克則. 

「地域づくりによる介護予防は地域間の

健康格差を是正するか？：8年間の連続横

断研究」 2021年 12 月 

12. 第 80 回日本公衆衛生学会総会. 西尾 麻

里沙, 近藤 尚己. 「高齢期の社会参加は、

幼少期の逆境体験の影響を緩和させるか」 

2021年 12月 

13. 第 80 回日本公衆衛生学会総会. 井出 一

茂, 中込 敦士, 仕子 優樹, 塩谷 竜之介, 

古賀 千絵, 長嶺 由衣子, 辻 大士, 近藤 

尚己, 近藤 克則. 「高齢者の社会経済階

層に着目したデジタルデバイドの変化：

JAGESマルチレベル分析」 2021 年 12月 

14. 第 80 回日本公衆衛生学会総会. 木野 志

保, 西岡 大輔, 上野 恵子, 近藤 尚己. 

「生活保護制度の利用を開始または終了

したことによる社会関係の変化：JAGES 横

断研究」 2021年 12 月 

15. 第 80 回日本公衆衛生学会総会. 西岡 大

輔, 近藤 尚己. 「生活保護利用世帯への

給付額減少が世帯医療費に与える影響：準

実験研究」 2021 年 12月 

16. 第 12回日本プライマリ・ケア連合学会 学

術大会. 長谷田 真帆, 坪谷 透, 杉山 賢

明, 近藤 克則, 近藤 尚己. 「かかりつ

け医の存在は最期の場所の話し合いに関

する社会階層間格差を緩和するか：JAGES

横断研究」2021 年 5月 

17. 第 12回日本プライマリ・ケア連合学会 学

術大会. 西岡 大輔, 玉木 千里, 古坂 規

子, 中川 洋寿, 近藤 尚己. 「無料定額

診療事業の利用者の社会背景と健康関連

QOLの変化との関連：京都無低診コホート

より」2021 年 5月 

18. 日本老年社会科学会第 63回大会. 村中峯

子, 藤並祐馬, 伊藤大介, 斉藤雅茂, 近

藤尚己, 近藤克則. 「高齢者の社地域共

生社会の実現に向けた成果指標に関する

調査研究：包括的支援事業のための 7つの

プロセスチェックリストの開発」 2021 年

6月 

19. 日本老年社会科学会第 63回大会. 平井寛, 

近藤克則, 斉藤雅茂, 近藤尚己. 「サロ

ンへの参加状況とその後 6 年間の累積介

護費用：武豊プロジェクト」 2021 年 6月 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む） 

1．特許取得 

なし 

2．実用新案登録 

なし 

3．その他 

なし 

 
 
 



（別添 4-1） 
 

令和３年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 
分担研究報告書 
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縦断データ収集及び施策提案に関する研究 

 

          研究分担者 近藤 克則  

（千葉大学 予防医学センター 社会予防医学研究部門/ 

国立長寿医療研究センター 老年学・社会科学研究センター 

老年学評価研究部） 

 

 

 

Ａ．研究目的 

 本分担研究では、 令和 2 年度に整備を進め

た 日 本 老 年 学 的 評 価 研 究 （ Japan 

Gerontological Evaluation Study，JAGES）の

データを用い、健康寿命を延伸し健康格差を縮

小する方法とそのインパクトの解明、及び健康

日本 21（第 2 次）の次期プランに向けた施策

提案を実施することを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 令和 2 年度に整備した JAGES データを活用

して、個人の社会生活要因や地域環境と健康寿

命やその地域間格差などとの関連を分析した。

令和 3年度は健康格差縮小案として、①通いの

場、②インターネット（以下、ネット）などに

着目した。 

 ①では、通いの場参加により要介護リスクが

低下するか、通いの場の種類によって社会経済

階層別に参加率を分析し、社会経済階層が高い

層ほど参加率が高く、健康格差を拡大しうるも

のがあるか、について検討した。 

 ②ネット利用では、ネット利用が高齢者の健

康寿命延伸・健康格差縮小に寄与するかについ

て検討した。 

上記の分析結果をもとに、健康日本 21（第 2

次）の次期プランに向けての施策を検討し、厚

生科学審議会地域保健健康増進栄養部会健康

日本 21（第二次）推進専門委員会委員長である

東北大学の辻一郎教授が代表を務める厚生労

働行政推進調査事業費補助金（循環器疾患・糖

尿病等生活習慣病対策総合研究事業）「健康日

本 21（第二次）の総合的評価と次期健康づくり

研究要旨 
本分担研究では、令和 2 年度に整備を進めた日本老年学的評価研究（Japan Gerontological 
Evaluation Study，JAGES）のデータを用い、健康寿命を延伸し健康格差を縮小する方法とそ

のインパクトの解明、及び健康日本 21（第 2 次）の次期プランに向けた施策提案を実施するこ

とを目的とした。方法としては、①通いの場、②インターネット（以下、ネット）に着目し、健

康寿命やその地域間格差などとの関連を分析し、それを根拠に政策提案をまとめた。その結果、

①では、通いの場の介護予防効果が確認されたものの、通いの場の種類によって社会経済階層が

高い参加者が多く、健康格差の拡大に寄与しうるものとそうでないものがあった。②では、ネッ

ト利用が高齢者の健康・幸福に寄与する可能性が示唆された。これらの結果より、健康寿命を延

伸し、健康格差を縮小するために、国や自治体が取り組むべき効果的で公正な健康増進施策とし

て、健康日本 21（第三次）」におけるモニタリング・PDCA サイクルを回すための調査データの

ひな形の掲示、デジタルデバイド対策を提案した。 
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運動に向けた研究」班（19FA2001）でも提案し

た。 

（倫理面への配慮） 

研究の実施にあたっては、千葉大学ならびに

国立長寿医療研究センターの研究倫理審査委

員会の承認を受けて実施した。 

 

Ｃ．研究結果 

①の通いの場に着目した分析では、阿部論文

23)では、1年間の追跡データを用い、千葉県松

戸市の通いの場である「元気応援くらぶ」参加

と 3年間の要支援・要介護認定を予測可能な 3

年間の要支援・要介護認定を予測できる要支

援・要介護リスク尺度の変化の関連を検討した。

その結果、要支援・要介護リスク尺度 3点以上

悪化確率が「元気応援くらぶ」参加者において

女性で 35%、後期高齢者で 46%低いことがわか

った。24 市町の 3 年間の追跡データを用いた

田近論文 24)でも後期高齢者において通いの場

参加者は、非参加者と比較し、要支援・要介護

リスク尺度 5 点以上悪化確率が 46%低かった。 

井手論文 22)では、高齢者が参加する通いの

場の種類と社会経済階層（教育歴、所得など）

について分析した。その結果、スポーツ、趣味

では、総じて低学歴、低所得、最長職が管理職

以外の社会経済階層が低い高齢者の参加が少

ない傾向があるが、ボランティアでは逆に男性

において一部の最長職で参加が多く、通いの場

はどの社会階層とも有意な関連を示さなかっ

た。 

加えて、小林論文 25)において、郵送での自記

式質問紙調査を行う際に、調査の管理、回答の

督促があり管理強度が高く、回収率が高い市区

町村では集計した社会参加割合と要介護リス

ク者割合の相関がみられやすいことがわかっ

た。 

②のネット利用に関する分析では、中込論文

26)において高齢者のネット利用とその後の 34

指標の健康・幸福について、アウトカムワイド

アプローチで検証した。その結果、ネット利用

者は非利用者と比較し、3年後の高次生活機能

が良好で、スポーツの会参加頻度、友人・知人

と会う頻度が高く、健診受診をしていた。 

①、②以外にも多くの論文、学会発表、書籍

を出版した。 

Ｄ．考察 

 ①、②の分析より、健康日本 21（第 2次）の

次期プランに向けた施策提案を検討した。 

 ①の通いの場の分析では、通いの場の介護予

防効果が確認されたものの、通いの場の種類に

よって参加者の社会経済階層が異なっていた。

通いの場の推進により、健康格差の拡大を招か

ないためには、それぞれの社会経済階層の人た

ちが、どのような活動に参加しているのかを継

続的にモニタリング・評価することが必要と考

えられる。加えて、モニタリングする際の調査

における質の管理も重要ということがわかっ

た 25）。これらを受け、モニタリングと PDCAサ

イクルを回すことが重要であり、「健康日本 21

（第三次）」では、そのために必要な調査ひな

形の掲示とデータの質の管理強化が必要であ

ることを施策提案した。 

 ②では、ネット利用が高齢者の健康・幸福に

寄与する可能性が示唆された。しかし、ネット

等の情報通信技術を利用できる者と利用でき

ない者との間に生じる格差（デジタル・デバイ

ド）の存在も無視できない。これらより、ネッ

トアクセスにおける都市度、社会経済階層別の

格差を解消し、ネット利用における公平性を確

保することを施策提案した。 

 

Ｅ．結論 

 本分担研究では、JAGESデータを活用し、①

通いの場、②ネット利用に着目した分析を実施

した。その結果より、健康寿命を延伸し、健康

格差を縮小するために、国や自治体が取り組む

べき効果的で公正な健康増進施策として、健康

日本 21（第三次）」におけるモニタリング・PDCA

サイクルを回すための調査データのひな形の

掲示、デジタルデバイド対策を提案した。 
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Rogers 法（多相生命表）による個人レベルの健康寿命の関連因子の検証 

 

研究分担者 細川 陸也（京都大学大学院医学研究科 講師） 

研究分担者 尾島 俊之（浜松医科大学健康社会医学講座 教授） 

 

 

 

Ａ．研究目的 

 健康寿命（日常生活に制限のない期間）は，

健康状態を把握するための重要な指標である．

健康寿命を延伸することは「健康日本21」（第

二次）において中心課題となっており，WHOの

健康戦略においても，健康寿命の延伸は重要な

目標とされている1,2)．健康寿命を延伸するため

には，その予測因子を明らかにする必要がある．

しかし，健康寿命の予測因子は，地域レベルで

の検証は複数の研究で報告されているものの3)

4)，健康増進や介護予防の施策などにより反映

させるための個人レベルの検証は十分に行わ

れていない． 

 本研究の目的は，個人レベルの健康寿命に関

連する高齢者の特徴を明確化し，健康寿命の延

伸に向けた効果的なアプローチに貢献する予

測因子を明らかにすることである． 

 

Ｂ．研究方法 

 日本老年学的評価研究 Jages2013-2019 のデ

ータを用いて，Rogers 法（多相生命表法）によ

り健康寿命を算出し，個人レベルの健康寿命の

関連因子を検証した．健康寿命の算出は，マル

コフ連鎖モデルに基づく SPACE（Stochastic 

Population Analysis for Complex Events）program

を用いた 5)．基礎資料として，6 年間の追跡調

査（Jages2013-2019）による不健康の発生率と

回復率，健康者の死亡率と不健康者の死亡率を

使用した．関連因子として分析に用いた主な変

数は，社会活動（ボランティアの会，スポーツ

研究要旨 
【目的】健康寿命を延伸するためには，健康寿命の関連因子を明らかにする必要がある．本研究

の目的は，個人レベルの健康寿命に関連する高齢者の特徴を明確化し，健康寿命の延伸に向けた

効果的なアプローチに貢献する予測因子を明らかにすることである．【方法】日本老年学的評価

研究 Jages2013-2019 のデータを用いて，Rogers 法（多相生命表法）により健康寿命を算出し，個

人レベルの健康寿命の関連因子を検証した．関連因子として分析に用いた主な変数は，社会活

動，外出・他者との交流，近隣環境，健康指標・健康行動であった．【結果】健康寿命の関連因

子を検証したところ，社会活動（ボランティアの会，スポーツの会，趣味の会，学習・教養サー

クル，介護予防・健康づくり，特技や経験を伝える活動），外出・他者との交流（外出の機会，

友人・知人と会う機会，笑う機会），近隣環境（地域への信頼，地域への貢献，地域への愛着），

健康指標・健康行動（健康診査の受診，主観的健康感，抑うつ傾向，喫煙習慣）が健康寿命と有

意な関連を示し，その機会の有無や頻度によって健康寿命にどの程度の差が生じるのかを明ら

かにした．【結論】本研究は，高齢者の健康寿命の予測因子を明らかにした．これらの因子に着

目した対策の実施は，健康寿命の延伸に効果的である可能性がある． 
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の会，趣味の会，老人クラブ，町内会・自治会

学習・教養サークル，介護予防・健康づくり，

特技や経験を伝える活動），外出・他者との交

流（外出の機会，友人・知人と会う機会，笑い

の機会），近隣環境（地域への信頼，地域への

貢献，地域への愛着），健康指標・健康行動（残

歯数，健診受診，主観的健康感，抑うつ傾向．

禁煙習慣，飲酒習慣）であった． 

 

Ｃ．研究結果 

Ⅰ．社会活動と健康寿命との関連 

 社会活動と健康寿命との関連を検証したと

ころ，ボランティアの会，スポーツの会，趣味

の会，学習・教養サークル，介護予防・健康づ

くり，特技や経験を伝える活動が健康寿命と有

意な関連を示した（表 1）．参加なしと月 1 以

上の参加ありでは，男性で最大 3.4 年，女性で

最大 3.3 年の差がみられた． 

表 1. 社会活動と健康寿命との関連 

  男性   女性   

  Years 95%Cl Years 95%Cl 

ボラン

ティア

の会 

なし 16.3 15.5 17.1 17.9 17.2 18.6 

月 1回未満 16.2 15.4 17.0 18.3 17.7 18.9 

月 1回以上 18.8 17.9 19.6 20.7 20.0 21.5 

スポー

ツの会 

 

なし 15.9 15.1 16.6 17.5 16.8 18.2 

月 1回未満 16.6 15.8 17.4 19.4 18.6 20.2 

月 1回以上 18.8 18.1 19.6 20.8 20.1 21.6 

趣味の

会 

 

なし 16.0 15.2 16.8 17.3 16.7 18.0 

月 1回未満 15.8 15.0 16.6 18.6 18.0 19.3 

月 1回以上 18.7 17.9 19.6 19.8 19.1 20.5 

老人ク

ラブ 

 

なし 16.5 15.6 17.3 18.3 17.5 19.0 

月 1回未満 17.2 16.4 18.0 19.5 18.8 20.2 

月 1回以上 17.7 16.9 18.4 19.1 18.4 19.8 

町 内

会・自

治会 

なし 16.4 15.5 17.2 18.2 17.5 18.9 

月 1回未満 16.9 16.1 17.7 18.9 18.2 19.6 

月 1回以上 17.2 16.4 18.0 18.5 17.8 19.2 

学習・ なし 16.5 15.7 17.3 18.1 17.4 18.8 

教養サ

ークル 

月 1回未満 15.6 14.9 16.4 18.2 17.5 18.9 

月 1回以上 19.9 19.0 20.7 19.9 19.2 20.6 

介護予

防健康

づくり 

なし 16.6 15.8 17.4 18.3 17.5 19.0 

月 1回未満 16.4 15.7 17.1 17.7 17.0 18.4 

月 1回以上 18.0 17.2 18.8 20.0 19.3 20.7 

特技・

経験の

伝承 

なし 16.6 15.8 17.4 18.2 17.5 18.9 

月 1回未満 16.7 15.9 17.5 18.5 17.7 19.3 

月 1回以上 19.0 18.2 19.8 19.4 18.7 20.2 

 

Ⅱ．外出・他者との交流と健康寿命との関連 

 外出・他者との交流と健康寿命との関連を検

証したところ，外出の機会，友人・知人と会う

機会，笑う機会が健康寿命と有意な関連を示し

た（表 2）．機会なしと週 1 以上の機会ありで

は，男性で最大 6.5 年，女性で最大 3.1 年の差

がみられた． 

表 2. 外出・他者との交流と健康寿命との関連 

  男性   女性   

  Years 95%Cl Years 95%Cl 

外出の

機会 

 

なし 10.3  9.8  10.9  21.4  20.6  22.2  

週 1回未満 12.5  11.8  13.1  14.5  13.9  15.1  

週 1回以上 16.8  16.0  17.6  18.5  17.8  19.2  

友人知

人と会

う機会 

なし 14.8  14.0  15.5  15.9  15.2  16.5  

週 1回未満 16.6  15.8  17.4  18.0  17.3  18.7  

週 1回以上 17.5  16.7  18.3  19.0  18.2  19.7  

笑う機

会 

なし 15.4  14.6  16.2  13.9  13.4  14.5  

週 1回未満 16.3  15.5  17.1  17.5  16.8  18.1  

週 1回以上 16.9  16.0  17.7  18.7  18.0  19.4  

 

Ⅲ．近隣環境と健康寿命との関連 

 近隣環境と健康寿命との関連を検証したと

ころ，地域への信頼，地域への貢献，地域への

愛着が健康寿命と有意な関連を示した（表 3）．

地域への意識として「あまりない・全くない」

と「とてもある・まあある」では，男性で最大

2.9 年，女性で最大 3.6 年の差がみられた． 

表 3. 近隣環境と健康寿命との関連 
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  男性   女性   

  Years 95%Cl Years 95%Cl 

地域へ

の信頼 

あまり・全く 14.4  13.6  15.2  15.2  14.6  15.9  

どちらとも 15.6  14.8  16.4  17.8  17.1  18.5  

とても・まあ 17.3  16.4  18.1  18.8  18.1  19.5  

地域へ

の貢献 

あまり・全く 14.4  13.7  15.1  16.4  15.7  17.0  

どちらとも 16.7  15.8  17.5  18.1  17.4  18.9  

とても・まあ 17.2  16.4  18.0  18.9  18.2  19.6  

地域へ

の愛着 

あまり・全く 14.8  14.0  15.6  17.1  16.4  17.8  

どちらとも 15.4  14.6  16.2  16.7  16.0  17.4  

とても・まあ 17.1  16.3  17.9  18.8  18.1  19.5  

 

Ⅳ．健康指標・健康行動と健康寿命との関連 

 健康指標・健康行動と健康寿命との関連を検

証したところ，健康診査の受診，主観的健康感，

抑うつ傾向，喫煙習慣が健康寿命と有意な関連

を示した（表 4）．最も差の見られた主観的健康

感では，「とてもよい」と「よくない」の間で，

男性で 9.1 年，女性で 9.3 年の差がみられた． 

表 4. 健康指標・健康行動と健康寿命との関連 

  男性   女性   

  Years 95%Cl Years 95%Cl 

残歯数 なし 15.9  15.2  16.7  17.8  17.2  18.5  

月 1回未満 17.3  16.5  18.1  18.8  18.0  19.5  

健康診

査の受

診 

1年以内 17.6  16.7  18.4  19.3  18.6  20.0  

1年以上前 15.2  14.4  15.9  17.3  16.6  18.0  

受診なし 14.8  14.1  15.6  16.9  16.3  17.6  

主観的

健康感 

とてもよい 18.5  17.7  19.2  20.5  19.9  21.1  

まあよい 17.3  16.5  18.1  19.0  18.3  19.7  

あまりよくない 13.7  12.9  14.4  13.8  13.2  14.4  

よくない 9.4  8.8  10.0  11.2  10.7  11.7  

抑うつ

傾向 

抑うつなし 17.5  16.7  18.3  19.2  18.5  20.0  

抑うつ傾向 15.0  14.2  15.8  16.7  16.0  17.3  

抑うつ状態 13.1  12.4  13.9  14.1  13.5  14.7  

喫煙習

慣 

吸わない 17.1  16.3  17.9  18.5  17.8  19.2  

吸う 15.0  14.1  15.8  12.8  12.2  13.4  

飲酒習

慣 

飲まない 16.2  15.4  17.0  18.1  17.4  18.9  

飲む 16.9  16.1  17.7  19.4  18.7  20.1  

 

Ｄ．考察 

 本研究では，個人レベルの健康寿命の関連因

子を検証したところ，社会活動（ボランティア

の会，スポーツの会，趣味の会，学習・教養サ

ークル，介護予防・健康づくり，特技や経験を

伝える活動），外出・他者との交流（外出の機

会，友人・知人と会う機会，笑う機会），近隣

環境（地域への信頼，地域への貢献，地域への

愛着），健康指標・健康行動（健康診査の受診，

主観的健康感，抑うつ傾向，喫煙習慣）が健康

寿命と有意な関連を示した． 

 社会活動，外出・他者との交流，近隣環境，

健康指標・健康行動は，先行研究においても，

将来の要介護や死亡の予測因子として指摘さ

れており，本研究の結果と一貫性がある 6-10)．

本研究においては，これらの因子が健康寿命の

予測因子となることを示したとともに，その因

子がどの程度の年数の健康寿命の差を生じさ

せるのかを明らかにした．従って，本研究結果

は，健康増進や介護予防のアプローチを検討す

る際の基礎資料等としての活用が期待される． 

 

Ｅ．結論 

 本研究は，高齢者の社会活動，外出・他者と

の交流，近隣環境，健康指標・健康行動の因子

と健康寿命との関連を検証し，其々の因子が将

来の健康寿命にどの程度の差を及ぼすのかを

明らかにした．これらの特徴に着目した対策は，

健康寿命の延伸に効果的である可能性がある． 
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国民生活基礎調査等を用いた分析 

 

    研究分担者  尾島 俊之 （浜松医科大学健康社会医学講座） 

    研究協力者  明神 大也 （奈良県立医科大学公衆衛生学講座／病理診断学講座） 

 

 

 

Ａ．研究目的 

 日常生活の制限（影響）の有無について、国

民生活基礎調査により把握され、健康日本２１

（第二次）における健康寿命の算定に用いられ

ている。国民生活基礎調査では、他に、症状（有

訴者）、傷病（通院者）、こころの状態について

の調査も行っている。この研究では、これまで

に、症状や傷病の、日常生活の制限への寄与を

検討してきた。加えて、こころの状態の日常生

活の制限への寄与を明らかにすることも有用

である。 

 一方で、健康格差について、現在の健康日本

２１（第二次）で採用されている都道府県格差

以外にも社会経済状況別の格差等も明らかに

することができると意義が大きい。国民生活基

礎調査、また人口動態職業・産業別統計では、

職業も調査しているため、職業別の健康寿命の

算定が可能である。 

 さらに、政府により孤独・孤立対策の重点計

画が策定されるなど、その対策が重要になって

いる。過去からの孤立の状況の時間的推移の検

討は、今後の対策の基礎資料として重要である。 

 そこで、国民生活基礎調査、社会生活基本調

査等のデータを分析し、今後の健康寿命に関す

る施策の推進に寄与することがこの分担研究

の目的である。 

 

Ｂ．研究方法 

（1）こころの状態の日常生活の制限への寄与 

 2016 年（平成 28年）国民生活基礎調査の調

査票情報の提供の申出を行った。こころの状態

（Kessler 6 scale, K6質問票）と日常生活の

研究要旨 
 国民生活基礎調査、社会生活基本調査等のデータを分析し、今後の健康寿命に関する施策の推

進に寄与することがこの分担研究の目的である。 
 こころの状態の日常生活の制限への寄与として、2016 年国民生活基礎調査により、こころの

状態（K6 質問票）と日常生活の制限のオッズ比及び人口寄与割合を求めた。人口寄与割合は約

50%で、女性、また 40～64 歳の若年者でより高かった。 
 職業別の部分健康寿命として、2016 年国民生活基礎調査及び 2015 年度人口動態職業・産業

別統計を用いて 40～64 歳の部分健康寿命を算定した。無職で顕著に短い結果であった。仕事の

有無による日常生活の制限のある割合は減少傾向にあり、健康日本 21 の指標として用いること

ができる可能性が示唆された。 
 孤立の時間的推移として、2001～2016 年の総務省社会生活基本調査による一緒にいた人別の

行動者率を分析したところ、減少傾向が続いており、孤立者が増加していると考えられた。 
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制限の有無との年齢調整したオッズ比を性別

に、また 40～64歳の若年者と、65歳以上の高

齢者に分けて算定した。なお、こころの状態は、

0～4点（正常）、5～12 点（軽・中等度）、13～

24 点（重度）の 3 区分で分析を行った。さら

に、それらの人口寄与割合を算定した。 

 

（2）職業別の部分健康寿命 

 2016 年国民生活基礎調査による日常生活へ

の制限の有無・性・職業分類別、及び 2015 年

度人口動態職業・産業別統計による性・職業（大

分類）・年齢階級別死亡数などのデータを用い

た。そして、厚生労働科学研究班作成の健康寿

命算定プログラムを使用してサリバン法にて、

下記の式の 40～64歳の部分健康寿命（partial 

health expectancy）を算定した。 

 
    Σ Ｌx 
PHE ＝ ――――― 
     ｌx 
 

 PHE：40～64歳部分健康寿命 

 Σ Ｌx：40～64歳の健康の定常人口 Lxの計 

 ｌx：40歳の生存数ｌx 

 

 なお、職業・性・年齢階級別の日常生活への

制限のある人数は、公表されていないため、間

接法で推計した。 

 また、それに先立ち、2015 年度人口動態職

業・産業別統計による性・職業（大

分類）・年齢階級別死亡率から、職

業別の死亡率比（その職業の死亡

率と、全職業の死亡率の比）を算

定した。また、仕事の有無による

日常生活の制限のある割合（間接

法年齢調整値）の推移を求めた。 

 

（3）孤立の時間的推移 

 2001 年、2006年、2011年、2016

年の総務省社会生活基本調査による、調査対象

の 2日間における、一緒にいた人（家族、学校・

職場の人、その他の人）別の行動者率の推移を

分析した。また、家族、学校・職場の人、その

他の人と一緒にいた人の割合を 1 から引いた

割合を掛け合わせて、それぞれが独立と仮定し

た場合の孤立割合を算定してその推移をみた。 

 

（倫理面への配慮） 

算定には、公表されている集計済みの情報及

び既に匿名化された既存情報を用いた。 

 

Ｃ．研究結果と考察 

（1）こころの状態の日常生活の制限への寄与 

 こころの状態と日常生活の制限のオッズ比

は、全年齢の男女計において、0～4点（正常）

を基準とした際に、5～12点（軽・中等度）で

3.3、13～24点（重度）で 11.9であった。男、

女、また 40～64 歳、65 歳以上で算定しても、

5～12点（軽・中等度）で 3.1～3.6程度、13～

24点（重度）で 10.1～12.4 程度と概ね同様で

あった。人口寄与割合は図 1に示す通り、44％

～52％程度と 50％前後であり、女性の方が男

性より、また 40～64歳の若年者の方が 65歳以

上の高齢者より高かった。 
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 日常生活の制限の約半分がこころの状態の

寄与があるという結果となったが、こころの状

態が悪いことにより日常生活の制限が生じる

だけではなく、逆に、日常生活の制限によって

こころの状態が悪い状態となるものも含まれ

ると考えられる。男性より女性の方が、こころ

の状態への対応が重要であることが示唆され

た。一方で、高齢者は若年者よりも人口寄与割

合が高く、純粋に身体的な問題により日常生活

の制限が生じている人が多い可能性が考えら

れた。 

 

（2）職業別の部分健康寿命 

 性別・年齢階級別に、各職業の死亡率と全職

業の死亡率との比を見た職業別の死亡率比を

表 1に示す。運搬・清掃・包装等従事者などの

死亡率比が非常に低い結果であった。また、管

理的職業従事者の死亡率比は若年者で非常に

高い結果であった。職業によって、年齢との

交互作用が強い。 

 そこで、健康寿命を算定する際に、全年齢

ではなく、働き盛りの年代である 40～64 歳

の部分健康寿命を算定することとし、図 2に

示す結果が得られた。無職で顕著に短い結果

であった。男性では、他に分類不能の職業、

農林漁業従事者で低く、保安職業従事者、管

理的職業従事者で高かった。女性では、建設・

採掘従事者で最も低く、次いで無職、分類不

能の職業で低く、生産高齢従事者、事務従事

者で高い結果であった。これらの結果は、一

般的に考えられている社会経済状況と健康

の関連とは異なるものであった。大きな理由

としては、非正規雇用等が多い職業の場合、

体調不良となったり、重大な疾患が発見され

たりした場合に、退職をして無職になる場合

が多いことが考えられる。 

 仕事の有無による日常生活の制限のある

割合及びその差の推移を図 3、図 4に示す。

これらは減少傾向の結果であった。 

 日常生活の制限のある割合や健康寿命につ

いての、仕事の有無による差の縮小は、仕事

の無い人への健康支援や、仕事のある人が重

篤な傷病に罹患した際に退職をせずに仕事と

療養の両立ができるように支援することなど

で改善を図ることができると考えられる。健

康日本 21の指標として用いることができる可

能性が示唆される。 

 

（3）孤立の時間的推移 

 社会生活基本調査による、家族、学校・職場

の人、その他の人と一緒にいて行動をした人の

割合と、それらがない孤立の割合の推移につい

て図 5に示す。それぞれ一緒にいて行動した割

合は減少傾向にあり、一方で孤立割合は増加傾

向が見られた。また、2016 年について、単身世
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帯での同様の割合を算定したところ、男では

50％以上が孤立という結果が得られた。この結

果は、家族、学校・職場の人、その他の人と一

緒に行動することがそれぞれ独立であると仮

定して孤立割合を推計しているが、実際にはそ

れぞれの人と一緒に行動することは関連しあ

っており、孤立割合はより高いと考えられる。

また、この結果は、平日と土日の 1日ずつの 2

日間における調査結果である点は留意する必

要がある。 

 

Ｄ．結論 

 こころの状態と日常生活の制限との人口寄

与割合は約 50％であり、健康寿命の延伸の施

策について検討する際に、精神的健康へのアプ

ローチも重要である。 

 職業別の部分健康寿命として、職業の有無に

よる差は大きく、無職者への健康支援や、仕事

と療養の両立支援等のその縮小に向けた取り

組みが重要である。 

 孤立割合は増加傾向にあり、特に単身世帯の

人へのアプローチが重要である。 

 

Ｅ．健康危険情報 

 特になし 

 

Ｆ．研究発表 

1．論文発表 

 特になし 

 

2．学会発表 

1) Ojima T, Myojin T, Hosokawa R, Aida J, Saito M, 

Kondo K, Kondo N. Differences of Population 

Attributable Fractions of Diseases in Activity 

Limitations by Age Groups. 2021 REVES 

(Réseau espérance de vie en santé), Brussels, 

Belgium (on line), 26-28th May, 2021. 

2) Ojima T, Hosokawa R, Myojin T, Aida J, Kondo 

K, Kondo N. Descriptive study of healthy life 

expectancy in all secondary medical areas in 

Japan. International Epidemiologic Association's 

World Congress of Epidemiology (WCE 2021), 

Melbourne, Australia (on line), 3-6 Sept 2021. 

3) 尾島俊之．感染症時代の健康寿命の延伸．第

26 回静岡健康・長寿学術フォーラム，静岡，

2021 年 11 月 26 日． 

4) 尾島俊之、齋藤安彦．職業別の部分健康寿命

に関する研究．第 31 回日本産業衛生学会全

国協議会，津（オンデマンド），2021 年 12 月

3～5 日． 

5) Ojima T, Myojin T. Population Attributable 

Fractions of Diseases in Activity Limitations. 

INNOVCARE Project Conference, France and 

Japan (on line), 16th Dec 2021. 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

1．特許取得 

特になし 

2．実用新案登録 

特になし 

3．その他 

特になし 
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口腔疾患を含めた修正可能なリスク因子が死亡率にもたらす 

寄与の比較検討 

          研究分担者  相田 潤（東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科） 

          研究協力者  中澤 典子（東北大学大学院歯学研究科） 

                 草間 太郎（東北大学大学院歯学研究科） 

                 山本 貴文（国立保健医療科学院生涯健康研究部） 

                 木内 桜（東北大学大学院歯学研究科） 

                 Abbas Hazem（東北大学大学院歯学研究科） 

                 山本 龍生（神奈川歯科大学歯学部） 

                 近藤 克則（千葉大学予防医学センター、国立長寿医療                 

        研究センター老年学・社会科学研究センター） 

                 小坂 健（東北大学大学院歯学研究科） 

 

 

 

Ａ．研究目的 

 健康長寿を考える上で、修正可能なリス

ク因子の同定と改善に注目が集まっている

[1]。これまでに死亡率に影響を与える修正

可能なリスク因子として高血圧や身体活動

量の欠如、喫煙、飲酒などが同定されてきた

[1], [2]。しかし、高齢化社会においては高

齢者集団における修正可能なリスク因子を

同定し、その改善を行っていく必要がある。

高齢者では、口腔の健康状態は加齢に関連し

た健康状態全般に重要な影響を及ぼす。特に

歯の喪失は高齢化社会において重要な健康

問題の１つである[3]。例えば、歯の喪失は栄

養摂取[4]を減少させ、虚弱[5]や死亡[6]の

研究要旨 
健康長寿を考える上で、生存に影響する修正可能なリスク因子の同定と改善に注目が集まって

いる。口腔疾患は、予防可能、そして修正可能であるにもかかわらず、その有病率は世界的にも

著しく高い。特に歯の喪失は高齢化社会において重要な問題の１つである。しかしながら、修正

可能なリスクが死亡にもたらす人口寄与割合（PAF）などを算出するような研究において、これ

まで口腔状態は評価されてこなかった。そこで本研究では口腔状態を含め、修正可能なリスクが

死亡にもたらす影響の大きさを明らかにすることを目的に研究を行った。その結果、男性では修

正可能なリスク因子の中で無歯顎が最も高いハザード比（HR=1.67, 95%CI[1.51–1.86]）を示し、

女性では喫煙に次いで２番目に高いハザード比（1.37 [1.19–1.56]）を示した。これらのハザー

ド比をもとに PAF を算出したところ、男性では歯の本数による PAF が最も大きな値（18.2%）

を示した。このように、口腔疾患による影響は大きいにも関わらず、まだまだ多くの研究におい

てはそのリスクが見過ごされている。健康寿命の延伸を考える上で健康リスクの１つとして、口

腔の健康状態を含めた検討を行っていくことが重要である。 
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リスクを増加させることが知られている。口

腔機能の低下もまた、フレイルや死亡率のリ

スクとなることが報告されている[7]。さら

に、歯周病やう蝕を含む口腔障害は300を超

える疾患や症状の中でも有病者は世界的に

極めて多く、2019年時点で約34.8億人である

[8]。口腔の健康状態による人口寄与リスク

を考える上で、この高い有病率は多くの人々

に負担を課していると考えられる。 

 2021年5月に開かれた世界保健機関の第74

回世保険総会にて、口腔保健に関する決議が

なされた[11]。これまでの口腔保健活動が評

価された結果であるが、その一方で未だ口腔

の健康状態のもたらすリスクについての認

識は十分ではない[12]。実際、死亡率に影響

を及ぼす修正可能なリスクに関する研究に

おいて、口腔の健康状態をリスクの１つとし

て検討しているものはほとんど存在してい

ない。集団を対象に疾病による負担を考える

場合、その疾病の有病率を考慮することが重

要である。しかし、口腔疾患はその高い有病

率にも関わらず、集団への疾病負担といった

観点での研究があまり行われてこなかった。 

そこで本研究では、口腔の状態（現在歯数、

咀嚼機能の低下、口渇、嚥下機能の低下）を

修正可能なリスクとして加え、死亡率に与え

る影響を評価した。加えて、各修正可能なリ

スク因子の死亡率への人口寄与割合を算出

した。 

 

Ｂ．研究方法 

  

１． 対象者 

本研究では、全国31の自治体を対象に行わ

れた自記式質問紙調査である日本老年学的

評価研究[11]（JAGES）2010年、2016年調査の

データを用い、65歳以上の地域在住自立高齢

者を解析対象とした。 

 

 

２． 従属変数 

2010年調査から2016調査までの追跡期間

中の死亡を従属変数とした。死亡に関する情

報は、各自治体の介護保険の資格喪失情報か

ら得られたものである。 

 

３． 修正可能なリスク因子 

修正可能な口腔状態として、一般的に死亡

率やフレイルのリスクファクターとしてよ

く用いられる現在歯数（20本以上、10-19本、

1-9本、0本）と基本チェックリストにもある

咀嚼能力の低下（半年前に比べて固いものが

食べにくくなりましたか。）、口渇（口の渇

きが気になりますか。）、嚥下機能の低下（お

茶や汁物などでむせることはありますか。）

[12]を含めた。併存疾患として、高血圧、脳

卒中、心疾患、糖尿病の既往を用いた。また、

精神的な健康状態については、老年期うつ病

評価尺度（Geriatric Depression Scale: G

DS）[13]を用いた。健康関連行動のリスク因

子として、身体活動量（１日の歩行時間：30

分未満、30-59分、60分以上）、飲酒歴（飲む、

やめた、飲まない）、喫煙歴（吸う、やめた、

吸わない）、を使用した。 

 

４．共変量 

共変量として社会人口学的特性（年齢、婚

姻状態、社会経済状況）を含めた。社会経済

状況には、等価所得（200万未満、200-299万、

300万以上）と教育歴（9年未満、10-12年、1

3年以上）を用いた。 

 

５．統計解析 

修正可能なリスク因子と死亡との関連を

評価するため、まずCox比例ハザードモデル

を用いた。単変量、多変量調整モデルを用意

し、粗ハザード比、調整ハザード比、および

95%信頼区間を算出した。その後調整ハザー

ド比を用い、修正可能なリスク因子の死亡率

にもたらす影響を評価するために人口寄与
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割合（Population attributable fraction: 

PAF）を算出した。PAFは、もしそのリスク因

子による暴露がなかった場合、どのくらいそ

のアウトカムの発生が減少するかを表すこ

とのできる指標である。PAFを算出する際、各

リスク因子の最もハザード比が低いものを

参照カテゴリーとして使用した。解析に先立

ち、連鎖方程式による多重代入法によって欠

損値の補完を行い、20個のデータセットを作

成した。Rubinの法則に従い、推定値と分散を

結合した[14]。また、社会経済状況と死亡と

の関連に性差の報告があることから[15]、解

析は性別によって層別化を行った。本研究の

統計解析はすべてStata（version 15.1, sta

ta Corporation, College Station, TX, US

A）を用いて実施した。 

 

（倫理面への配慮） 

研究は国立長寿医療研究センター（承認番

号：992–3）および千葉大学（承認番号：2493）

の研究倫理委員会の承認をうけた後、実施さ

れた。 

 

Ｃ．研究結果 

 １．対象者の特性と死亡率 

追跡期間は2010年8月から2017年3月であ

り、最大の追跡期間は2,416日（平均追跡期

間：2,042.1[426.3]日）であった。2010年調

査では、62,418名より回答が得られ（回答率-

＝65.1%）、性別やIDが不一致でないものは5

4,539名であった。そのうち、普段の生活に介

護は必要ないと回答したもの52,063名を最

終的な解析対象者とした。解析対象者のうち、

男性は24,175名（46.4%）、平均年齢は男性で

73.8歳（6.0標準偏差[SD]）、女性で74.2（6.

1SD）であった。追跡期間中に男性の16.1%、

女性の7.9%が死亡した。表１と表２にそれぞ

れ男性、女性の記述統計の結果を示す。口腔

状態が悪い人では死亡率が高く、修正可能な

リスク因子のうち無歯顎では最も高い死亡

率を示し、100人年当たり男性で5.69、女性で

4.02であった。併存疾患の中では、男性では

脳卒中の既往による死亡率が4.02、女性では

心疾患の死亡率が2.09であり、その他の併存

疾患より死亡率が高かった。また、健康関連

行動のリスク因子では、男性で飲酒の死亡率

が高く4.88、女性では現在の喫煙で高く2.07

であった。 

 

２．Cox比例ハザードモデル 

表３にCox比例ハザードモデルの結果を示

す。多変量調整モデルの結果より、無歯顎は

男性において修正可能なリスク因子の中で

最も高いハザード比（HR=1.67, 95%CI[1.51–

1.86]）を示した。一方女性では、現在の喫煙

（1.82 [1.46–2.25]）が最も高く、次いで過

去の喫煙歴（1.43 [1.19–1.73]）が高いハザ

ード比を示した。無歯顎は３番目に高いハザ

ード比（1.37 [1.19–1.56]）をであった。ま

た、その他の口腔の状態として、女性で咀嚼

能力の低下（1.14 [1.03-1.25]）と口渇（1.

12 [1.01–1.24]）が、男性では口渇（1.17 

(1.08–1.26)）が有意な結果を示したが、嚥下

機能の低下は男女ともに死亡率との有意な

関連は認められなかった。 

 

３．修正可能なリスク因子の死亡率への人口

寄与割合（PAF） 

図１、２に多変量調整Cox比例ハザード比

を用いて算出した各リスク因子の死亡率へ

のPAF示す。 

男女ともに、年齢が最も高いPAFを示した

（男性：55.1%、 女性：59.8%）。 

修正可能なリスク因子では、男性において

現在歯数が年齢に次いで大きなPAF（18.2%）

を示し、続いて身体活動量（16.8%）、喫煙（1

6.0%）、高血圧（10.4%）が10%以上のPAFを示

した。一方女性では、飲酒のPAFが14.8%と大

きく、続いて身体活動量(13.3%)、教育歴（1

1.7%）が10%以上となった。 
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図１.各リスク因子の死亡へのPAF（男性） 

 

図２．各リスク因子の死亡へのPAF（女性） 

 

さらに、5%以上のPAFを示したものは、男性で

教育歴（6.5%）、抑うつ（6.5%）、飲酒（6.

3%）、女性では高血圧（9.2%）、抑うつ（8.

8%）、現在歯数（8.5%）、婚姻状況（5.1%）

であった。婚姻状況と喫煙を除き、5%以上の

PAFを示すリスク因子は男女で共通していた。 

 

Ｄ．考察 

 本研究では、これまで報告されてきた高

齢者の死亡率と関連する修正可能なリスク

因子だけでなく、口腔状態も新たにリスク因

子として考慮し、比較を行った。修正可能な

リスク因子のうち、男性において無歯顎は最

も高いハザード比、女性では喫煙に次いで２

番目に高いハザード比を示した。また、男性

では現在歯数が最も大きなPAFを示した。 

 

本研究から得られた知見はこれまでの報

告と一貫した結果を示した。現在歯数と死亡

の関連をみたメタアナリシスでは、無歯顎は

最も死亡リスクが高いことが報告されてい

る（相対リスク比＝1.57［1.41-1.75］）[8]。

また、口渇と死亡率との関連の報告[16]もあ

り、本研究の結果と一貫している。一方で、

本研究では、嚥下機能の低下が男女ともに死

亡との有意な関連を示さず、以前の研究[17]

と矛盾した結果となった。その理由として本

研究では口腔の複数の指標（咀嚼機能、口渇、

嚥下機能）について同時に考慮したため、過

調整となることで嚥下機能の低下と死亡率

との関連が過小評価となった可能性がある。 

 

現在歯数と死亡率との有意な関連を示す

メカニズムとして、栄養摂取状況と社会相互

作用が考えられる。低栄養[18]や社会関係の

欠如[19]は死亡率のリスク因子であること

が報告されている。高齢者において無歯顎ま

たは多数歯欠損では低栄養のリスクが高い

[6]。また歯の喪失と社会的関係の関連[20]

についても報告がある。社会的関係の欠如は
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認知症のリスク[21]の一つであり、認知症は

また死亡と関連するリスクの１つ[22]であ

り、こうした経路で死亡率へと寄与したこと

が考えられる。 

 

さらに、現在歯数が少ないということは、

う蝕や歯周病といった口腔疾患の既往を反

映している。歯周病は慢性炎症の１つであり、

多くの全身疾患と関連する[23]ことが報告

されており、そうした全身疾患は死亡の原因

となる可能性がある。 

また、先行研究と同様に、身体活動量の欠

如、喫煙についても死亡率へのPAFは大きか

った。身体活動量の増加は世界的にも推奨さ

れており[24]、日本も例外ではない。本研究

結果を踏まえても、高齢者において身体活動

量を増加させることは死亡率の減少へと寄

与すると考えられる。一方、喫煙は男性では

死亡率への大きなPAFを示したが、女性では

5%未満であった。これは日本における喫煙率

の性差に起因している可能性がある。2019年

の国民健康・栄養調査[25]によると、現在の

喫煙率は男性で27.1％と３割弱の一方で、女

性は7.6％である。PAFはリスク因子の有病率

の影響を受けるため、このような喫煙率の性

差が女性のPAFを小さくした可能性がある。 

 

本研究では、高血圧既往のない対象者の死

亡リスクが高いという結果となったが、これ

はこれまでの報告[3], [4]と矛盾するもの

であった。その理由として、次のようなこと

が考えられる。まず、本研究では自己申告に

よる既往歴に基づいて高血圧の有無を定義

した。そのため、高血圧と答えた人は、すで

に診断を受けて通院し、降圧薬などの血圧コ

ントロールが十分に行われている可能性が

ある。適切な降圧薬の使用により血圧が良好

にコントロールされると死亡率が低下する

[26]ことから、本研究においては高血圧が死

亡率に及ぼす影響を減少させた可能性があ

る。次に、高血圧ではないと回答した対象者

に潜在的な高血圧有病者が含まれていた可

能性がある。2019年の日本高血圧学会の高血

圧治療ガイドライン[27]によると、2016年現

在、高血圧有病率は60代男性で68.8％、女性

では58.5％、また70代男性で74.7％、女性で

は69.2％とされている。しかし、本研究対象

者のうち高血圧有病者は男性で50.3％、女性

では53.1％であり、無自覚・未治療の対象者

が「高血圧なし」に多く含まれた可能性があ

る。そのため、適切な評価を行うには血圧測

定等、客観的な指標を用いた研究を行う必要

がある。 

 

Ｅ．結論 

 現在歯数は死亡率に対し、その他の修正可

能なリスク因子と比較しても、男女ともに高

いリスクを有していた。特に男性においては、

修正可能なリスク因子の中で最も高いハザ

ード比と PAF を示した。このように、口腔状

態による影響は大きいにも関わらず、そのリ

スクは未だ多くの研究においても見過ごさ

れている。健康リスクの１つとして、口腔の

健康状態を適切に評価していくことが重要

である。 
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2022年3月15日 
厚生労働大臣 殿                                        

                                                                                            
                  
                              機関名 国立大学法人 京都大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 医学研究科長 
                                                                                      
                              氏 名 岩井 一宏           
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名   循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業              

２．研究課題名  生活習慣及び社会生活等が健康寿命に及ぼす影響の解析とその改善効果についての研究

（１９ＦＡ１０１２）                       

３．研究者名  （所属部署・職名） 京都大学大学院医学研究科 国際保健学講座 社会疫学分野     

    （氏名・フリガナ） 近藤 尚己（コンドウ ナオキ）                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 京都大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2022年5月24日 
厚生労働大臣 殿                                        

                                                                                            
                  
                              機関名 京都大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 医学研究科長 
                                                                                      
                              氏 名 岩井 一宏         
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名   循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業              

２．研究課題名  生活習慣及び社会生活等が健康寿命に及ぼす影響の解析とその改善効果についての研究

（１９ＦＡ１０１２）                       

３．研究者名  （所属部署・職名） 大学院・医学研究科・講師                                 

    （氏名・フリガナ） 細川 陸也（ホソカワ リクヤ）                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 京都大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 





2022年 4月 4日 
厚生労働大臣 殿                                        

                                                                                            
                  
                              機関名  国立大学法人浜松医科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名   学 長  
                                                                                      
                              氏 名   今野 弘之        
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名   循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業              

２．研究課題名  生活習慣及び社会生活等が健康寿命に及ぼす影響の解析とその改善効果についての研究

（１９ＦＡ１０１２）                       

３．研究者名  （所属部署・職名）  医学部・教授                               

    （氏名・フリガナ）  尾島 俊之・オジマ トシユキ                                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 浜松医科大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和４年４月２６日 
厚生労働大臣 殿                                        

                                                                                            
                  
                              機関名 国立大学法人千葉大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 中山 俊憲      
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名   循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業              

２．研究課題名  生活習慣及び社会生活等が健康寿命に及ぼす影響の解析とその改善効果についての研究

（１９ＦＡ１０１２）                       

３．研究者名  （所属部署・職名） 予防医学センター・教授                                 

    （氏名・フリガナ） 近藤 克則 コンドウ カツノリ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 千葉大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 




